
損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 86,874
売 上 原 価 76,552

売 上 総 利 益 10,322
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,068

営 業 利 益 3,254
営 業 外 収 益
受 取 利 息 44
受 取 配 当 金 61
雑 収 入 73 178

営 業 外 費 用
支 払 利 息 67
雑 損 失 14 82

経 常 利 益 3,349
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 116 116

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 16 16

税 引 前 当 期 純 利 益 3,449
法人税、住民税及び事業税 1,062
法 人 税 等 調 整 額 △ 4 1,057
当 期 純 利 益 2,392

貸 　 借 　 対 　 照 　 表
（2023年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額

（資産の部）
流　動　資　産 13,193
現 金 及 び 預 金 328
受 取 手 形 135
売 掛 金 9,574
商 品 2,694
貯 蔵 品 28
前 払 費 用 82
そ の 他 362
貸 倒 引 当 金 △ 12

固　定　資　産 32,074
有 形 固 定 資 産 27,269
建 物 2,539
タ ン ク 設 備 2,817
構 築 物 2,754
機 械 装 置 1,214
船 舶 2,206
車 輛 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 328
土 地 14,623
リ ー ス 資 産 326
建 設 仮 勘 定 457

無 形 固 定 資 産 82
の れ ん 48
ソ フ ト ウ ェ ア 17
そ の 他 16

投資その他の資産 4,722
投 資 有 価 証 券 1,237
関 係 会 社 株 式 2,411
出 資 金 25
長 期 貸 付 金 22
繰 延 税 金 資 産 460
そ の 他 606
貸 倒 引 当 金 △ 40

資 産 合 計 45,268

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 15,256
買 掛 金 4,312
短 期 借 入 金 2,007
1年内返済予定の長期借入金 521
リ ー ス 債 務 131
未 払 金 1,279
未 払 費 用 355
未 払 石 油 税 171
未 払 法 人 税 等 472
未 払 消 費 税 等 343
契 約 負 債 80
預 り 金 5,269
賞 与 引 当 金 278
そ の 他 34

固　定　負　債 3,559
長 期 借 入 金 387
リ ー ス 債 務 232
再評価に係る繰延税金負債 1,169
退 職 給 付 引 当 金 528
役員退職慰労引当金 2
船 舶 修 繕 引 当 金 121
資 産 除 去 債 務 337
そ の 他 779

負 債 合 計 18,816
（純資産の部）

株　主　資　本 24,609
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
資 本 準 備 金 500

利 益 剰 余 金 23,059
利 益 準 備 金 76
その他利益剰余金 22,982
別 途 積 立 金 2,000
繰越利益剰余金 20,982

評価・換算差額等 1,843
その他有価証券評価差額金 164
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

純 資 産 合 計 26,452
負債及び純資産合計 45,268



損　益　計　算　書
自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 86,874
売 上 原 価 76,552

売 上 総 利 益 10,322
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,068

営 業 利 益 3,254
営 業 外 収 益
受 取 利 息 44
受 取 配 当 金 61
雑 収 入 73 178

営 業 外 費 用
支 払 利 息 67
雑 損 失 14 82

経 常 利 益 3,349
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 116 116

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 16 16

税 引 前 当 期 純 利 益 3,449
法人税、住民税及び事業税 1,062
法 人 税 等 調 整 額 △ 4 1,057
当 期 純 利 益 2,392

貸 　 借 　 対 　 照 　 表
（2023年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 13,193
現 金 及 び 預 金 328
受 取 手 形 135
売 掛 金 9,574
商 品 2,694
貯 蔵 品 28
前 払 費 用 82
そ の 他 362
貸 倒 引 当 金 △ 12

固　定　資　産 32,074
有 形 固 定 資 産 27,269
建 物 2,539
タ ン ク 設 備 2,817
構 築 物 2,754
機 械 装 置 1,214
船 舶 2,206
車 輛 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 328
土 地 14,623
リ ー ス 資 産 326
建 設 仮 勘 定 457

無 形 固 定 資 産 82
の れ ん 48
ソ フ ト ウ ェ ア 17
そ の 他 16

投資その他の資産 4,722
投 資 有 価 証 券 1,237
関 係 会 社 株 式 2,411
出 資 金 25
長 期 貸 付 金 22
繰 延 税 金 資 産 460
そ の 他 606
貸 倒 引 当 金 △ 40

資 産 合 計 45,268

科 目 金 額
（負債の部）

流　動　負　債 15,256
買 掛 金 4,312
短 期 借 入 金 2,007
1年内返済予定の長期借入金 521
リ ー ス 債 務 131
未 払 金 1,279
未 払 費 用 355
未 払 石 油 税 171
未 払 法 人 税 等 472
未 払 消 費 税 等 343
契 約 負 債 80
預 り 金 5,269
賞 与 引 当 金 278
そ の 他 34

固　定　負　債 3,559
長 期 借 入 金 387
リ ー ス 債 務 232
再評価に係る繰延税金負債 1,169
退 職 給 付 引 当 金 528
役員退職慰労引当金 2
船 舶 修 繕 引 当 金 121
資 産 除 去 債 務 337
そ の 他 779

負 債 合 計 18,816
（純資産の部）

株　主　資　本 24,609
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
資 本 準 備 金 500

利 益 剰 余 金 23,059
利 益 準 備 金 76
その他利益剰余金 22,982
別 途 積 立 金 2,000
繰越利益剰余金 20,982

評価・換算差額等 1,843
その他有価証券評価差額金 164
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

純 資 産 合 計 26,452
負債及び純資産合計 45,268



個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式
総平均法による原価法

②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの ……… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算定して
おります。）

市場価格のない株式等 …………………… 総平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法 …… 時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
①商品…………………… 移動平均法による原価法

最終仕入原価法②貯蔵品…………………
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しております。）

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）…… 経済的耐用年数に基づく定額法
（2）無形固定資産（リース資産を除く）…… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づ
く定額法を採用しております。

（3）リース資産…………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金……………

（2）賞与引当金……………

（3）退職給付引当金………

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対
応する見積額を計上しております。
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末自己都合要支給額
を退職給付債務とする見込額を計上しております。

（5）船舶修繕引当金……… 船舶の定期検査の支出に備えるため、負担すべき見積額を計上し
ております。

（4）役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社の内規に基づく期末
要支給額の全額を計上しております。なお、2004年 4月1日の役
員処遇内規の改定により、改定時における当期末在任の役員退職
慰労金相当額を役員退職慰労引当金として計上しております。

し時点で製品と交換に受け取ると見込まれる金額を収益として認識しております。
なお、軽油引取税のように、販売時点において課税され、当社及び連結子会社が代理人
として回収していると考えられる税額は、売上高に含めず純額を収益として認識しており
ます。
ガス関連事業においては、主に LP ガス、天然ガス等の販売を行っております。LP ガス
販売においては、顧客との契約に基づく毎月の検針日に実施した検針による顧客の使用量
に基づいて収益を認識しており、月末以外の日に実施する検針については、決算月に実施
した検針日から決算日までに生じた収益を、決算月の日数に対する未検針日数の割合に基
づく日数按分により見積もった額を収益として認識しております。

4．重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ
ります。
石油関連事業においては、主に石油製品等の卸売及び小売販売を行っております。製品
の販売は、製品の支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されるものであり、引き渡

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計資　本

準備金
資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,050 500 500 76 2,000 18,710

△120

2,392

2,272

20,982

20,786

△120

2,392

2,272

23,059

22,336

△120

2,392

2,272

24,609

－

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 1,050 500 500 76 2,000

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位：百万円）

自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

評価・換算差額等

純資産
合　計

その他
有価証
券評価
差額金

土　地
再評価
差額金

評価・換
算差額等
合　計

当期首残高 24,225

△120

2,392

△46

2,226

26,452

1,889

△46

△46

1,843

1,678

－

1,678

211

△46

△46

164

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高



連 結 貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額

（資産の部）
流　動　資　産 17,961
現 金 及 び 預 金 713
受 取 手 形 221
売 掛 金 11,655
棚 卸 資 産 4,672
そ の 他 716
貸 倒 引 当 金 △ 16

固　定　資　産 31,431
有 形 固 定 資 産 27,962
建 物 及 び 構 築 物 7,785
機械装置及び運搬具 4,246
工具、器具及び備品 376
土 地 13,820
リ ー ス 資 産 1,299
建 設 仮 勘 定 433

無 形 固 定 資 産 122
の れ ん 48
そ の 他 74

投資その他の資産 3,346
投 資 有 価 証 券 1,787
繰 延 税 金 資 産 625
そ の 他 949
貸 倒 引 当 金 △ 16

資 産 合 計 49,393

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 15,397
支払手形及び買掛金 6,578
短 期 借 入 金 2,007
1年内返済予定の長期借入金 523
リ ー ス 債 務 347
未 払 法 人 税 等 591
契 約 負 債 414
賞 与 引 当 金 588
そ の 他 4,345

固　定　負　債 4,681
長 期 借 入 金 410
リ ー ス 債 務 1,091
再評価に係る繰延税金負債 1,169
繰 延 税 金 負 債 77
役員退職慰労引当金 15
船 舶 修 繕 引 当 金 173
退職給付に係る負債 569
そ の 他 1,174

負 債 合 計 20,078
（純資産の部）

株　主　資　本 26,840
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
利 益 剰 余 金 25,290

その他の包括利益累計額 2,119
その他有価証券評価差額金 441
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

非支配株主持分 354

純 資 産 合 計 29,314
負債及び純資産合計 49,393

連 結 損 益 計 算 書
自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 110,696
売 上 原 価 93,424

売 上 総 利 益 17,272
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,117

営 業 利 益 4,154
営 業 外 収 益
受 取 利 息 43
受 取 配 当 金 59
雑 収 入 129 232

営 業 外 費 用
支 払 利 息 72
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 22
雑 損 失 44 140

経 常 利 益 4,246
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3
投 資 有 価 証 券 売 却 益 116 120

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 17 17

税金等調整前当期純利益 4,349
法人税、住民税及び事業税 1,344
法 人 税 等 調 整 額 15 1,359

当 期 純 利 益 2,989
非支配株主に帰属する当期純利益 24
親会社株主に帰属する当期純利益 2,965



連 結 貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 17,961
現 金 及 び 預 金 713
受 取 手 形 221
売 掛 金 11,655
棚 卸 資 産 4,672
そ の 他 716
貸 倒 引 当 金 △ 16

固　定　資　産 31,431
有 形 固 定 資 産 27,962
建 物 及 び 構 築 物 7,785
機械装置及び運搬具 4,246
工具、器具及び備品 376
土 地 13,820
リ ー ス 資 産 1,299
建 設 仮 勘 定 433

無 形 固 定 資 産 122
の れ ん 48
そ の 他 74

投資その他の資産 3,346
投 資 有 価 証 券 1,787
繰 延 税 金 資 産 625
そ の 他 949
貸 倒 引 当 金 △ 16

資 産 合 計 49,393

科 目 金 額
（負債の部）

流　動　負　債 15,397
支払手形及び買掛金 6,578
短 期 借 入 金 2,007
1年内返済予定の長期借入金 523
リ ー ス 債 務 347
未 払 法 人 税 等 591
契 約 負 債 414
賞 与 引 当 金 588
そ の 他 4,345

固　定　負　債 4,681
長 期 借 入 金 410
リ ー ス 債 務 1,091
再評価に係る繰延税金負債 1,169
繰 延 税 金 負 債 77
役員退職慰労引当金 15
船 舶 修 繕 引 当 金 173
退職給付に係る負債 569
そ の 他 1,174

負 債 合 計 20,078
（純資産の部）

株　主　資　本 26,840
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
利 益 剰 余 金 25,290

その他の包括利益累計額 2,119
その他有価証券評価差額金 441
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

非支配株主持分 354

純 資 産 合 計 29,314
負債及び純資産合計 49,393

連 結 損 益 計 算 書
自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 110,696
売 上 原 価 93,424

売 上 総 利 益 17,272
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,117

営 業 利 益 4,154
営 業 外 収 益
受 取 利 息 43
受 取 配 当 金 59
雑 収 入 129 232

営 業 外 費 用
支 払 利 息 72
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 22
雑 損 失 44 140

経 常 利 益 4,246
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3
投 資 有 価 証 券 売 却 益 116 120

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 17 17

税金等調整前当期純利益 4,349
法人税、住民税及び事業税 1,344
法 人 税 等 調 整 額 15 1,359

当 期 純 利 益 2,989
非支配株主に帰属する当期純利益 24
親会社株主に帰属する当期純利益 2,965



連結株主資本等変動計算書
自　2022年 4 月 1日
至　2023年 3 月31日

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本
合　　計

当期首残高

当期変動額

当期首残高

当期変動額

1,050

－

1,050

500

－

500

22,445

△120

2,965

2,845

25,290

23,995

△120

2,965

2,845

26,840

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

親会社株主に帰属する
当期純利益

剰余金の配当

当期変動額合計

当期末残高

その他の包括利益累計額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

その他の包括利益
累計額合計

433

8

8

441

1,678

－

－

1,678

1,678

－

－

1,678

2,111

8

8

2,119

2,111

8

8

2,119

333

21

21

354

333

21

21

354

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

当期変動額合計

当期末残高

26,439

△120

2,965

29

2,874

29,314

連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕
１．連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数　　　10 社

主要な連結子会社の名称
㈱りゅうせきライフサポート、㈱りゅうせきフロントライン、㈱りゅうせきビジネスサー
ビス、㈱りゅうせき建設、㈱りゅうせきケアプロ、㈱大亜、他 4社

　(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称　　　㈲ロコファーム
（連結の範囲から除いた理由）
休眠会社であり、全体として重要性がないため除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社の数　　　1社
持分法適用会社の名称　　㈱りゅうせき低温流通

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は総平均法により算定しており
ます。）

　　　　　市場価格のない株式等…………………総平均法による原価法
②デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法

　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定しております。）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）………経済的耐用年数に基づく定額法
　　②無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。

　　③リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3） 重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

　　②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積額
を計上しております。

　　③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の全額
を計上しております。なお、2004 年 4 月 1 日の役員処遇内規の改定により、改定時に

おける当連結会計年度末在任の役員退職慰労金相当額を役員退職慰労引当金として計上
しております。

　　④船舶修繕引当金
船舶の定期検査の支出に備えるため、当連結会計年度末に負担すべき見積額を計上して
おります。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る当連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
石油関連事業においては、主に石油製品等の卸売及び小売販売を行っております。製
品の販売は、製品の支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されるものであり、引
き渡し時点で製品と交換に受け取ると見込まれる金額を収益として認識しております。
なお、軽油引取税のように、販売時点において課税され、当社及び連結子会社が代理
人として回収していると考えられる税額は、売上高に含めず純額を収益として認識して
おります。
ガス関連事業においては、主にLPガス、天然ガス等の販売を行っております。LP
ガス販売においては、顧客との契約に基づく毎月の検針日に実施した検針による顧客の
使用量に基づいて収益を認識しており、月末以外の日に実施する検針については、決算
月に実施した検針日から決算日までに生じた収益を、決算月の日数に対する未検針日数
の割合に基づく日数按分により見積もった額を収益として認識しております。

（6）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 ……… 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップにつ
いて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用し
ております。

　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象　ヘッジ手段 ……金利スワップ
　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象 ……借入金
　　　　ヘッジ方針 …………… 資金調達に伴う為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回

避する目的で利用することに限定しております。
ヘッジ有効性の評価…… 特例処理の要件を満たしている金利スワップのみであるため、

有効性の評価を省略しております。
　②のれんの償却に関する事項
　　　のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。

（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月17日。
以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定
会計基準適用指針第 27-2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損は、至近の業績や事業環境の変化、将来の事業計画に基づく将来キャッシュ・
フローの見積りをもとに、減損の兆候の有無や減損損失の認識の要否ならびに減損損失の計

上額を判断しております。
また、繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ
て見積もっております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、
実際に発生したキャッシュ・フローや課税所得の発生時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌連結会計年度の連結計算書類において、業績及び財産の状況に影響を与える可能性があり
ます。
これらの見積りに基づき連結貸借対照表に計上した金額は以下のとおりであります。

2．有形固定資産の減価償却累計額

3．「土地の再評価に関する法律（1998 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号）」及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律（1999 年 3 月 31 日公布 法律第 24 号）」に基づき当社グルー
プの事業用土地の再評価を行い、再評価差額を負債の部及び純資産の部に計上しております。
再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号）
第 2 条第 4 号によるところの地価税の計算のために公表された価額に合理的な調整を行う方
法としております。
　　　　再評価を行った年月日　　　1999 年 3月 31 日
　　　　再評価を行った土地の連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

948 百万円　




